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平成２２年度診療報酬改定の基本方針（案） 

 

 Ⅰ 平成２２年度診療報酬改定に係る基本的考え方  

○ 医療は、国民の安心の基盤であり、国民一人一人が必要とする医療を適切

に受けられる環境を整備するため、不断の取組が求められるところである。 

１．基本認識・重点課題等 

○ 前回の診療報酬改定においても、医師不足などの課題が指摘される中で所

要の改定が行われたところであるが、これらの課題は必ずしも解消しておら

ず、我が国の医療は、危機的な状況に置かれている。 

○ このような状況に対しては、医療費全体の底上げを行うことにより対応す

べきであるとの意見があった一方で、賃金の低下や失業率の上昇など、国民

生活も厳しい状況に置かれており、また、保険財政も極めて厳しい状況にあ

る中で、医療費全体を引き上げる状況にはなく、限られた財源の中で、医療

費の配分の大幅な見直しを行うことにより対応すべきとの意見があった。 

○ このような議論を踏まえた上で、平成２２年度診療報酬改定においては、

「救急、産科、小児、外科等の医療の再建」及び「病院勤務医の負担の軽減

（医療従事者の増員に努める医療機関への支援）」を改定の重点課題として

取り組む

○ また、その際には、地域特性への配慮や使途の特定といった補助金の役割

との分担を十分に踏まえるべきである。 

べきである。 

 

○ 「救急、産科、小児、外科等の医療の再建」、「病院勤務医の負担の軽減（医

療従事者の増員に努める医療機関への支援）」といった重点課題以外にも、

がん対策や認知症対策など、国民の安心・安全を確保していく観点から充実

が求められている領域も存在している。 

２．改定の視点 

このため、「充実が求められる領域を適切に評価していく視点

○ 一方、医療は、これを提供する側と受ける側との協働作業であり、患者が

必要な情報に基づき納得した上で医療に参加していける環境を整えること

や、安全であることはもちろん、生活の質という観点も含め、患者一人一人

の心身の状態にあった医療を受けられるようにすることが求められる。 

」を今回の

診療報酬改定の視点の一つとして位置付けるべきである。 
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このため、「患者から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活の

質にも配慮した医療を実現する視点

○ また、患者の視点に立った場合、質の高い医療をより効率的に受けられる

ようにすることも求められるが、これを実現するためには、医療だけでなく、

介護も含めた機能分化と連携を推進していくことが必要である。 

」を今回の診療報酬改定の視点の一つと

して位置付けるべきである。 

このため、「医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効

率的な医療を実現する視点

○ 次に、医療を支える財源を考えた場合、医療費は公費や保険料を主な財源

としており、国民の負担の軽減の観点から、効率化の余地があると思われる

領域については、その適正化を図ることが求められる。 

」を今回の診療報酬改定の視点の一つとして位置

付けるべきである。 

このため、「効率化の余地があると思われる領域を適正化する視点

 

」を今

回の診療報酬改定の視点の一つとして位置付けるべきである。 

 Ⅱ 平成２２年度診療報酬改定の基本方針（２つの重点課題と４つの視点から）  

１．重点課題 

 ○ 我が国の医療が置かれている危機的な状況を解消し、国民に安心感を与え

る医療を実現していくためには、それぞれの地域で関係者が十分に連携を図

りつつ、救急、産科、小児、外科等の医療を適切に提供できる体制をさらに

充実させていくことが必要である。 

(1) 救急、産科、小児、外科等の医療の再建 

○ このため、地域連携による救急患者の受入の推進や、小児や妊産婦を含め

た救急患者を受け入れる医療機関に対する評価、新生児等の救急搬送を担う

医師の活動の評価や、急性期後の受け皿としての有床診療所も含めた後方病

床・在宅療養の機能強化、手術の適正評価などについて検討するべきである。 

 

 ○ また、救急、産科、小児、外科等の医療を適切に提供できる体制を充実さ

せていくためにも、これらの医療の中心的役割を担う病院勤務医の負担の軽

減を図ることが必要であり、そのためには、これらの医療を担う医療機関の

従事者の確保や増員を図ることが求められる。 

(2) 病院勤務医の負担の軽減（医療従事者の増員に努める医療機関への支援） 
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 ○ このため、入院医療の充実を図る観点からの評価、とりわけ看護師や薬剤

師等医師以外の医療職が担う役割の評価や、看護補助者等医療職以外の職員

が担う役割の評価などについて検討するとともに、医療クラークの配置の促

進など、医師の業務そのものを減少させる取組に対する評価などについて検

討するべきである。 

 ○ また、有床診療所を含めた地域の医療機関や医療・介護関係職種が、連携

しつつ、それぞれの役割を適切に果たしていくことが、病院勤務医の負担の

軽減につながると考えられることから、この点を踏まえた診療報酬上の評価

について検討するべきである。 

 

２．４つの視点 

 ○ 国民の安心・安全を確保していくためには、我が国の医療の中で充実が求

められている領域については、診療報酬においても適切に評価していくこと

が求められる。 

(1) 充実が求められる領域を適切に評価していく視点 

 ○ このため、がん医療の推進や認知症医療の推進、新型インフルエンザや結

核等の感染症対策の推進や肝炎対策の推進、質の高い精神科入院医療の推進

や歯科医療の充実などに対する適切な評価について検討するべきである。 

 ○ 一方、手術以外の医療技術の適正評価についても検討するとともに、新し

い医療技術や医薬品等については、イノベーションの適切な評価について検

討するべきである。 

 

 ○ 医療は、これを提供する側と受ける側との協働作業であり、患者の視点に

立った場合、分かりやすくて納得でき、安心・安全で、生活の質にも配慮し

た医療を実現することが求められる。 

(2) 患者からみて分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活の質にも配慮した

医療を実現する視点 

○ このため、医療の透明化や、診療報酬を患者等に分かりやすいものとする

ことなどを検討するほか、医療安全対策の推進や、患者一人一人の心身の特

性や生活の質に配慮した医療の実現、疾病の重症化予防などに対する適切な

評価について検討するべきである。 
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 ○ 患者一人一人の心身の状態にあった質の高いサービスをより効率的に受け

られるようにするためには、医療と介護の機能分化と連携を推進していくこ

となどが必要であり、医療機関・介護事業所間の連携や医療職種・介護職種

間の連携などを推進していくことが必要である。 

(3) 医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効率的な医療を実

現する視点 

 ○ このため、質が高く効率的な急性期入院医療や回復期リハビリテーション

等の推進や、在宅医療や訪問看護、在宅歯科医療の推進など、医療と介護の

機能分化と連携などに対する適切な評価について検討するべきである。 

 ○ その際には、医療職種はもちろんのこと、介護関係者をも含めた多職種間

の連携などに対する適切な評価についても検討するべきである。 

 

○ 医療費は公費や保険料を主な財源としており、国民の負担を軽減する観点

から、効率化の余地があると思われる領域については、その適正化を図るこ

とが求められる。 

(4) 効率化余地があると思われる領域を適正化する視点 

 ○ このため、後発医薬品の使用促進や、市場実勢価格等を踏まえた、医薬品・

医療材料・検査の適正評価などについて検討するべきである。 

 

 Ⅲ 後期高齢者医療の診療報酬について  

○ ７５歳以上の方のみに適用される診療報酬については、高齢者の心身の特

性等にふさわしい医療を提供するという趣旨・目的から設けられたものであ

るが、行政の周知不足もあり、高齢者をはじめ国民の方々の理解を得られな

かったところであり、また、中央社会保険医療協議会が行った調査によれば、

必ずしも活用が進んでいない実態等も明らかになったところである。 

○ このため、７５歳以上という年齢に着目した診療報酬体系については、後

期高齢者医療制度本体の見直しに先行して廃止することとするが、このよう

な診療報酬が設けられた趣旨・目的にも配慮しつつ、具体的な報酬設定を検

討することとするべきである。 
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 Ⅳ 終わりに  

○ 中央社会保険医療協議会におかれては、本基本方針の趣旨を十分に踏まえ

た上で、国民、患者の医療ニーズに即した具体的な診療報酬の改定案の審議

を進められることを希望する。 


